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   Agricultural means of production is land.  Therefore, agricultural productivity is relatively 
low compared to other industrial productivity.  As the economy grows, labor and land will 
continue to f low from agriculture to other industries.  If no action is taken, agriculture will 
decline, and a food crisis will come.  Therefore, agricultural protection policy has been adopted 
in many countries.  As a result of protectionism, there is an oversupply of agricultural products, 
and their prices drop.  Then, further protection policy is required.  Japan is a typical example. 
As a result, farmland has decreased and workers are aging, and Japan has fallen into a crisis of 
agricultural decline. 
   Protection policy aims to raise agricultural productivity.  To do so, the area of arable land per 
head had to be expanded.  But in reality, the agricultural land per head did not expand.  The 
cause is that the competition has been impeded by the protection policy.  From the beginning of 
2000s, Japan’s agricultural policy has changed towards the integration of the farmland to 
promote competition.  Although it is controversial, in order to increase the power of food self-
sufficiency in Japan, we must expand the arable land per farmer to increase agricultural 
productivity.
Key words ： agricultural protection policy（農業保護政策），agricultural productivity（農業生産性），



















































　日本経済は、戦前ピークを回復した 1955 年以来 15
年にわたって、神武景気、岩戸景気、オリンピック景
気、いざなぎ景気と連続した高率経済成長に恵まれ




































































































































































政府買入価格 政府売渡価格 売渡逆ざや 政府管理経費 コスト逆ざや
1965 6,538 6,107 －431 599 －1,030
1970 8,272 7,442 －830 1,389 －2,219
1975 15,570 12,205 －3,365 2,399 －5,764
1980 17,674 15,891 －1,783 4,157 －5,940
1985 18,668 18,598 －70 3,404 －3,474
1990 16,500 18,130 1,630 3,984 －2,354







































































府県で 1.4ha、北海道で 20.5ha である。稲作農家は
1965 年の 488 万戸から 05 年の 140 万戸に減少した
が、そのうち 102 万戸は１ha 未満で、５ha を超える





















70 年代は 12%、80 年代は 23％、そして 90 年代には









注：93 年は全国作況 75、03 年は同 90 の凶作だったが、北海道の作況はそれを
大きく下回っている。そこで、90-94 年では 93 年を、00-04 年では 03 年を
除いた４年平均とした。
出処：減反面積データは森田〔22〕p.121 に、田の面積データは農林水産省「平成 20 年耕地面積」〔14〕
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1970 1980 1990 2000
農家総所得 159.2 559.4 839.4 828.0
　うち農業所得 50.8 95.2 116.3 108.4
　うち農外所得 88.5 356.3 543.8 497.5
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面積は 1961 年の 609万 ha を最大として、その後は減
少の一途をたどる。1964年から 2006年の間に拡張さ
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の 50.4％、数にして 96.3 万である。その平均農地面
積は 54ha、１ha 当たり売上高は 57ドルにすぎない。
農地面積が増えるにつれて農産物の売上高も増加し
て、１ha 当り売上高（生産性）も上昇していく。す
なわち、平均面積が 54ha から 25.6倍の 1,386ha に広

















粗収益 所得 耕地面積 粗収益 所得 耕地面積
水田作経営農家都府県
販売農家 1,655 300 　1.62 畑作経営農家
都府県
販売農家 4,154 1,595 2.01
主業農家 7,337 2,978 5.43 主業農家 8,966 4,022 3.41
北海道
販売農家 11,006 3,601 10.33
北海道
販売農家 25,592 8,129 27.05



















































円換算は 1997 年の平均相場＄１＝￥120 に依った。
表５　アメリカの売上高規模別農場数（1997 年）
農産物売上高 農場数（比率） 平均面積 平均売上高 ha 当売上高 売上高（比率）
単位：千（％） ha ドル ドル（円） 100 万ドル（％）
計 1,912（100.0） 195 102,970 528（63,360） 196,865（100.0）
～１万ドル未満 963（50.4） 54 3,050 57（6,840） 2,937（1.5）
１～ 2.5 万ドル 274（14.3） 110 15,955 145（17,400） 4,372（2.2）
1.5 ～５万ドル 171（8.9） 192 35,642 185（22,200） 6,084（3.1）
５～ 10 万ドル 158（8.3） 298 71,741 240（28,800） 11,347（5.8）
10 ～ 25 万ドル 189（9.9） 438 159,137 363（43,560） 30,143（15.3）
25 ～ 50 万ドル 88（4.6） 631 347,531 551（66,120） 30,505（15.5）
50 ～ 100 万ドル 43（2.2） 852 685,140 802（96,240） 29,365（14.9）
































（１千万トン）の４％、40 万トンを 95 年に輸入し、
































































































































































用 10 アールを除く 590 アールが補償対象となって、
補償金は 88 万５千円。590 アールの米の収量は、10










































は 2011 年 10 月には「我が国の食と農林漁業の再生の
ための基本方針・行動計画」において、今後５年間に





























耕作面積の目標を 20 ～ 30ha とした。② について考
えると次のようになろう。近年の水田面積は 250



























































地面積 122ha（うち水田 104ha）、農家戸数 49戸（地





















































5） 農林水産省『平成 22 年版　食料・農業・農村白書』
巻末付録「年次報告 50 年を振り返って」〔17〕参照。
6） 神門〔5〕によると、1980 ～ 03 年の農地転用面積は
59 万 3 千ヘクタール（年平均 1 万 7 千ヘクタール）、
転用収入は 175 兆円で「耕種農業生産額の 6 割に相当
する」という（同書 pp.146 ～ 7）。また、2004 ～ 09




当たり 1 万 4 千円～ 2 万 2 千円くらいである。1 万 5
千円として、1 トン当たり 25 万円。＄1 ＝￥80 なら
3,125 ドル。それに対してアメリ米は 540 ～ 610 ドル
程度である。
8） 表 5 の数値には解せないところがある。売上高 1 万ド
ル未満の平均的農場が米を作るとして、単収は日本並
みの 5 トン、価格は 200 ドル／トンとすると、54ha の
土地から得られる売上高は 54,000 ドル（＝ 5 × 200
× 54）になる。ところが表の数値は 3,050 ドルであ











なお、97 年に 9 万 8 千人だった認定農業者数は、08






13） 96 年度からＭＡ米輸入量を 0.8％ずつ増やすという取
り決めに対し、関税化するなら増分は 0.4％になるこ
とから、この措置に踏み切ったものである。なお、米
の関税化が実施された 98 年の従量税は 1 ㎏当たり
351 円（60 ㎏だと 2 万 1 千円）。これだけで輸入米価
格は国内米価を超えるから禁止的関税と言えた。近年、
1 年限りの暫定税率は 0 ～ 49 円／ 1 ㎏で、暫定税率
が決められない場合は基礎税率 402 円が課される。暫







は、1 ㎏当たり輸入米価格に対して 351 円の関税をか
けるなら税率 778％になるという意味である。



















（平成 22 年版）」pp.21 ～ 22 参照。
19） 農林水産省『食料・農業 ･ 農村白書（平成 22 年版）』
p.23
20） 農林水産省「農業統計調査」（平成 20 年度産　米生産
費）によると、耕作面積 1 ～ 2ha の農家の平均生産費
は 1ha 当たり 130 万円、全額参入生産費から自己払い
を控除した費用が 91 万円である。この数値は、反収
500 キログラム、60 キログラム当たり 1 万 5 千円とす
ればほぼ合致する。
21） 農林水産省「農業統計調査」（平成 20 年度産　米生産
















働ける場所作りのため」，『現代農業』2012 年 11 月号，
pp.332 ～ 5
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